
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

　

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
に
向
け
た
課
題
の
一

つ
と
し
て
、
開
発
途
上
国
に
お
け
る
深

刻
な
資
金
不
足
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

国
連
貿
易
開
発
会
議
（
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｔ
Ａ

Ｄ
）
が
公
表
し
た“W

orld Invest-
m

ent R
eport 2014”

と
い
う
報
告
書

に
よ
る
と
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達
成
に
は
世

界
全
体
で
年
間
５
兆
〜
７
兆
㌦
、
こ
の

う
ち
開
発
途
上
国
に
お
い
て
は
年
間
約

３
・
２
兆
〜
４
・
５
兆
㌦
の
投
資
が
必

要
に
な
る
（
２
０
１
５
〜
30
年
）。
し

か
し
、
現
状
で
の
年
間
投
資
額
は
約
１

・
４
兆
㌦
に
と
ど
ま
り
、
投
資
不
足
額

は
年
間
約
１
・
８
兆
〜
３
兆
㌦
に
上
る

と
推
計
さ
れ
て
い
る
（
図
表
）。

　

投
資
不
足
額
を
セ
ク
タ
ー
別
に
見
る

と
、
電
力
（
発
電
・
送
電
・
配
電
な

ど
）
が
年
間
最
大
６
９
０
０
億
㌦
と
最

大
で
、
気
候
変
動
の
緩
和
（
関
連
イ
ン

フ
ラ
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
生
成
、

技
術
開
発
な
ど
、
最
大
６
８
０
０
億
㌦
）、

輸
送
（
道
路
・
空
港
・
港
湾
・
鉄
道
な

ど
、
最
大
４
７
０
０
億
㌦
）
が
続
く
。

　

資
金
不
足
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、

公
的
部
門
か
ら
の
投
資
の
み
で
は
と
う

て
い
間
に
合
わ
ず
、
民
間
資
金
の
活
用

が
不
可
欠
で
あ
る
。
現
状
で
は
民
間
部

門
の
投
資
の
割
合
は
、
開
発
途
上
国
で

は
大
部
分
の
セ
ク
タ
ー
に
お
い
て
先
進

国
と
比
べ
る
と
低
水
準
で
あ
る
。
例
え

ば
、
前
述
の
報
告
書
に
よ
る
と
、
電
力

で
は
先
進
国
で
80
〜
１
０
０
％
で
あ
る

の
に
対
し
て
開
発
途
上
国
で
は
40
〜
50

％
、
気
候
変
動
の
緩
和
で
は
先
進
国
で

90
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
開

発
途
上
国
で
は
40
％
と
い
っ

た
状
況
で
あ
る
。

　

民
間
部
門
か
ら
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

達
成
へ
の
投
資
を
促
進
す
る

有
効
な
手
段
と
し
て
は
、
イ

ン
パ
ク
ト
・
イ
ン
ベ
ス
ト
メ

ン
ト
の
活
用
が
挙
げ
ら
れ
る
。

イ
ン
パ
ク
ト
・
イ
ン
ベ
ス
ト

メ
ン
ト
は
、
経
済
的
な
利
益

の
追
求
と
貧
困
支
援
や
環
境

対
策
な
ど
社
会
的
課
題
の
解

決
と
の
両
立
を
目
指
す
投
資

の
こ
と
で
、
多
く
が
開
発
途

上
国
を
対
象
と
す
る
。

　

日
本
政
府
も
16
年
５
月
に
、

安
倍
晋
三
首
相
を
本
部
長
と

す
る
「
持
続
可
能
な
開
発
目

標
（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
推
進
本

部
」
を
設
置
し
、
国
内
で
の
推
進
体
制

を
整
備
し
て
い
る
。
同
年
12
月
に
公
表

し
た
「
持
続
可
能
な
開
発
目
標
（
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
）
を
達
成
す
る
た
め
の
具
体
的
施

策
（
付
表
）」
に
お
い
て
は
、
優
先
課

題
の
一
つ
を
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
実
施
推
進
の

体
制
と
手
段
」
と
し
て
、
国
際
協
力
に

お
け
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
主
流
化
や
途
上
国

の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
実
施
体
制
支
援
の
ほ
か
、

社
会
貢
献
債
（
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド
）

の
発
行
に
よ
る
資
金
動
員
の
重
要
性
を

挙
げ
て
い
る
。

　

現
状
で
は
、
資
金
用
途
を
環
境
問
題

の
解
決
に
資
す
る
事
業
に
限
定
し
た
グ

リ
ー
ン
ボ
ン
ド
や
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド

の
発
行
数
・
額
は
世
界
的
に
拡
大
傾
向

に
あ
る
も
の
の
、
そ
の
規
模
は
小
さ
い
。

今
後
、
さ
ら
な
る
拡
大
を
通
じ
て
特
に

開
発
途
上
国
で
の
資
金
不
足
が
緩
和
さ

れ
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
さ
ま
ざ
ま
な
目
標
達

成
を
通
じ
て
持
続
可
能
な
社
会
が
実
現

す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
へ
の
莫
大
な
資
金
不
足

（
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｔ
Ａ
Ｄ
「W

orld Investm
ent R

eport 2014

」）

大
和
総
研　

金
融
調
査
部
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
室

主
任
研
究
員

依
田
宏
樹

〔図表〕 ＳＤＧｓ関連で開発途上国が必要とする金額

（注） 　「生態系・生物多様性」については、現在の投資額が不明であるため
合計からは除外。

（出所）　UNCTAD “World Investment Report 2014” から大和総研作成。

 （単位　10億ドル／年）
現状の投資額 必要な投資額 投資不足分

電力 260 630～950 370～690
輸送 300 350～770 50～470
通信 160 230～400 70～240
水、衛生 150 410 260
食料安全、農業 220 480 260
気候変動の緩和 170 550～850 380～680
気候変動への適応 20 80～120 60～100
生態系・生物多様性 n.a. 70～210 n.a.
健康 70 210 140
教育 80 330 250
合計 1,430 3,270～4,520 1,840～3,090
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